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政策企画部政策調整課 

（
 

「令和５年 全国知事会議 in 山梨」の開催結果について 
 

 ７月２５日(火)から２６日(水)にかけて、全国知事会議が山梨県で開催され、大井川知事

が出席しました。 

標記会議では「子ども・子育てにやさしい社会の実現」や「地方分権改革の推進」などに

関して協議が行われるとともに、「多様な個性が認められる社会の実現」などをテーマとし

たセッションなどが開催されたほか、「子どもの未来、地球の未来」に貢献すべく、総力を

結集し、挑戦していくことを決意する「山梨宣言」が採択されました。 

 なお、会議における大井川知事の主な発言は、下記のとおりです。 
 
                    記 
 
１ 日  時  ２０２３年７月２５日（火）９：００～１８：３０ 

              ７月２６日（水）９：００～１１：３０（１２：１０頃終了） 
 
２ 場  所  ロイヤルホテル八ヶ岳 B1「ロイヤルホール」 

（山梨県北杜市大泉町西井出８２４０－１０３９） 
 
３ 協議事項  別紙次第のとおり 
 

４ 大井川知事の主な発言内容等 

 ○ 地方分権改革の推進について （提言への追加意見を提案し、内容が盛り込まれた） 

・ 予測困難な「非連続」の時代にある中、これまでの業務の枠を超えた課題に取り組

むことが求められており、地方公共団体においても、高度な専門知識や経験を備えた

人材を確保していくために、各自治体が実情に合わせ、給与や勤務時間等を柔軟かつ

迅速に設定することができる制度を確立することが必要である。 

・ 一方で、地方公務員の勤務条件は、法令によって一定の制約があり、各団体の判断

で自由に決めることができない。例えば、地方公務員法の規定により、裁量労働制の

ように民間企業で認められている柔軟な働き方が認められていないほか、給与につい

ては、国や他県、民間企業との均衡を考慮して定める必要がある。 

・ 現在の法令の範囲内では、環境の変化に合わせた多様な人材の確保に支障をきたし、

自治体の能力が制限されてしまうという危機感を持っており、地方公共団体の裁量が

より広範に認められるよう、「地方公務員法等関連法令の改正」など幅広い検討を行

うことについて、国に対し提言していく必要がある。 
 

 ○ 「多様な個性が認められる社会の実現」に関するセッションでの発言要旨 

・ 本県では、都道府県初の「パートナーシップ宣誓制度」を導入した結果、県内の市

町村・民間企業に支援の取組が広がった。当事者の方からは、行政により自分を肯定

できる環境が作られたと感謝の声をいただいている。茨城に移住して宣言される方も

いらっしゃる。（本県での取組事例を紹介） 

  
【担当】茨城県政策企画部政策調整課 土井・戸塚 

    電話：029-301-2030 / FAX:029-301-2039 



 

 

 

 

 

  

■会議で発言する大井川知事 



全国知事会議次第 

～地域とともに 子どもの未来 地球の未来～ 

日時   令和５年7月2５日（火）9:０0～1８：３０ 

令和５年7月2６日（水）9:00～11:３０ 

場所  ロイヤルホテル八ヶ岳 Ｂ１「ロイヤルホール」 

【７月２５日(火)】 

１．  開 会 

２．  会長挨拶 

３． 開催県知事挨拶 

４． 新知事紹介 

５． 議題 

（１）  全国知事会「子ども・子育て政策推進本部」の設置について【資料１－１】、 

子ども・子育てにやさしい社会の実現に向けて（決議）【資料１－２】 

（２）  子ども・子育てにやさしい社会を実現するための提言【資料２－１～２】 

（３）  学校教育を担う人材の確保に関する取組の充実について 【資料３－１】、 

「イノベーション・コモンズ（共創拠点）」の発展・深化に向けて【資料３－２】、 

国際的なスポーツイベント・パラスポーツイベントの成功に向けた取組の 

推進について【資料３－３】 

（４）  ジェンダー平等の実現に向けた提言【資料４】 

（５）  地方税財源の確保・充実等に関する提言【資料５－１～５】 

（６）  地方分権改革の推進について【資料６】 

（７）  脱炭素社会の実現に向けた対策の推進に関する提言【資料７】 

（８）  国産木材の需要拡大に向けた提言【資料８】 

 



（９）  大規模災害への対応力強化に向けた提言【資料９－１】、 

緊迫度を増す国際情勢等を踏まえた国民保護の更なる充実に係る提言 

【資料９－２】 

（10） デジタル社会の実現に向けた提言【資料１０】 

（11） マイナンバーによる情報連携の正確性確保に向けた総点検の実施にあたっ

て【資料１１】 

（12） ポストコロナ時代の持続可能な医療提供体制構築と健康づくり推進に 

向けた提言【資料１２－１】、 

犯罪被害者等支援施策の強化に向けた提言【資料１２－２】 

（13） 新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行後の課題等に関する提言 

【資料１３－１】、 

    新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けて【資料１３－２】 

（14） 新型コロナウイルス緊急対策本部の今後の取組について【資料１４】 

６．総務大臣との意見交換 

 

－記念撮影・昼休憩等（１１０分）－ 

 

７．大阪・関西万博（２０２５年日本国際博覧会）推進本部会合 

（「万博を契機とした更なる地域活性化についての提言」【追認８】の要請を 

含む） 

 



８．セッション 

 ①子ども･子育てにやさしい社会の実現に向けて    （座長：三日月 滋賀県知事） 

 ②多様な個性が認められる社会の実現について    （座長：吉村 山形県知事） 

 ③脱炭素地域実現に向けた課題と解決策           （座長：阿部 長野県知事） 

 ④デジタル技術等を活用した地方創生             （座長：中村 愛媛県知事） 

－休憩（１５分）－ 

 

９．全国知事会議 

セッション報告 

①子ども･子育てにやさしい社会の実現に向けて   （座長：三日月 滋賀県知事） 

②多様な個性が認められる社会の実現について    （座長：吉村 山形県知事） 

③脱炭素地域実現に向けた課題と解決策           （座長：阿部 長野県知事） 

④デジタル技術等を活用した地方創生             （座長：中村 愛媛県知事）



【７月２６日（水）】 

10．日米知事オンラインミーティング 

１1．議題 

（15） 地方創生・日本創造への提言【資料１５】 

（16） ＬＸで切り拓く持続可能な経済の実現に向けた提言【資料１６－１】、 

国と地方の連携による食料安全保障の強化に向けた提言【資料１６－２】 

（17） 豚熱・アフリカ豚熱対策と感染拡大防止に向けた提言【資料１７】 

（18） 国土強靱化の推進と分散型国づくり及び地域経済を支える観光の 

本格的な復興提言【資料１８】 

（19） 東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための提言【資料１９】 

（20） 原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言【資料２０】 

（21） 参議院選挙における合区の解消に関する決議【資料２１－１～２】 

（22） 令和 6年度国の施策並びに予算に関する提案・要望【資料２２】 

１2．報告事項 ※(１)、（2）、（4）、(7)～(16)は資料配付のみ  

(1)  国民運動本部活動状況報告【資料２３】 

(2)  令和４年災害検証報告【資料２４】 

(3)  休み方改革プロジェクトチームの要請活動について【資料２５－１～２】 

(4)  ２０２２年度全国知事会決算について【資料２６】 

(5)  特別委員会委員の選任について【資料２７】 

(6)  総合戦略特別委員会の継続設置及び委員の選任について【資料２８】 

追認 

(7)  現在拡大しつつある感染の抑制に向けた緊急提言【追認１】 

(8)  新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けについて【追認２】 



(9)  第 8波の感染拡大を早期に抑制するための緊急提言【追認３】 

(10) デジタル社会の実現に向けたブロードバンド基盤の整備促進等に関する提言

【追認４】 

(11) こども政策の充実に向けた緊急提言【追認５】 

(12) 予断を許さない物価高騰への追加対策に向けた提言【追認６】 

(13) こども・子育て政策の強化に向けた緊急提言【追認７】 

(14) 万博を契機とした更なる地域活性化についての提言【追認８】 

(15) マイナンバーカードの安全・安定的な運用に向けた緊急提言【追認９】 

(16) マイナンバーによる情報連携の正確性確保に向けた総点検の実施にあたって 

【追認１０】 

１3．その他 

(1)  日米知事会の交流について（報告）【資料２９】 

(2)  令和６年 7月の全国知事会議の開催地案【資料３０】 

14．山梨宣言【資料３１】 

15．閉 会 


















